
土地収用法における主要手続きフロー図
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事業認定の申請（起業者→事業認定庁）

申請書の公告・縦覧（起業地の存する市町村で２週間）

公聴会の開催（事業認定庁が主宰）★

第三者機関からの意見聴取（事業認定庁→第三者機関）★

事業認定の告示（事業認定庁）

土地調書・物件調書の作成（起業者）
裁決申請書の作成（起業者）

裁決申請・明渡申立て（起業者→収用委員会）

裁決（収用委員会→起業者・土地所有者等）

補償金の支払い（起業者→土地所有者等）
権利取得・明渡し（土地所有者等→起業者）

代執行の請求（起業者→都道府県知事）

代執行の執行（都道府県知事→土地所有者等）

収用委員会審理（必要に応じて現地調査、鑑定を実施）

（★は平成１３年（２００１年）改正土地収用法により義務化された手続き）

公聴会の開催請求が
あった場合、その他必
要があると認めるとき

事業認定庁の判断と
反対の趣旨の意見書
の提出があった場合

認定理由の公表★

明
渡
し
が
な
い
場
合


